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まえがき

本書の大部分は経済学の理論に依拠する内容であるが，想定している読者層

は，経済学部の学生や経済学者ではなく，土木工学・環境工学およびこれらに

関連する学部に所属する学部上級生，大学院生や，公共事業評価に携わる実務

者などである。本書は，経済学部のテキストとして一般的な “公共経済学”と

は内容が異なり，経済学の一応用分野としてではなく「社会基盤政策≒公共政

策」という視点から，工学的に経済分析の応用を必要とする場面，特に社会基

盤政策の計画と評価の場面において必要とされる知識と技術を学ぶという立場

に立っている。

まず，これらの想定読者層が直面している，あるいは卒業後に直面するであ

ろう実務的状況について説明しよう。土木（社会基盤）分野に関連する公共投

資プロジェクトの実施に際して，事業の是非や必要性に対する社会からの視線

は厳しさを増している。プロジェクトの計画においては，プロジェクトがもた

らす効果の評価もあわせて提示することが要求されるようになり，費用対効果

分析，費用便益分析は，計画のプロセスに組み込まれつつある。このため，土木

分野における公共投資プロジェクトに携わる者にとって，プロジェクト評価に

関する知識の重要性が高まっている。そして，投資評価のために必須ともいえ

る知識が経済学の理論である。以上を踏まえ，本書は，土木分野における公共

事業評価において要求される知識や技術を学ぶことを基本的な目的としている。

また，経済学と土木工学は，どちらも人間社会を支えるための学問である点

と，どちらも資源や技術の制約がある中での最適化を考えるという数理的基礎

を土台にしている点において共通している。したがって，土木技術者が土木工

学を修めるために経済学を学ぶことは自然な道筋ともいえる。
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iv ま え が き

本書は大きく分けて，基礎的なミクロ経済学の理論，費用便益分析の理論と

手法，費用便益分析の周辺領域をなす経済分析手法という三つの部分から構成

されている。経済学の専門書では，ミクロ経済理論のテキスト，費用便益分析

のテキスト，公共経済学のテキストなど，それぞれ専門の内容に特化したもの

が標準的である。大学での講義科目を考えると，経済学部や経済学専攻では，

例えば，ミクロ経済学，マクロ経済学，計量経済学，公共経済学などのように，

経済学の中での専門分野ごとに科目が提供される。ところが，土木工学・環境

工学の学部，大学院においては，経済学の知識を提供する講義科目数は専門課

程内で多くても 2科目であり，土木計画学や交通計画などの講義科目内での一

部内容として取り扱われることや，場合によっては卒業・修了までいっさい経

済学に触れることがないという状況すらありうるのである。そして，公共投資

プロジェクト評価に関する実務に携わったときに，いきなり経済学の理解を要

求されるという場面に遭遇する。このような背景があるため，土木工学・環境

工学出身の人には，経済学とはハードルが高いもの，なにやらよくわからない

理論を振りかざすもの，といった認識を持つ人がいることは否定できない。

そこで本書は，大学での 1学期の講義期間において，公共投資プロジェクト

評価に必要となる最小限の知識を提供できるよう，実際の公共投資評価に密接

に関連する内容に絞り込むことを心がけた。また，実務者にとっても，数冊の

専門的テキストを読破するよりも容易に，費用便益分析などの公共投資評価に

直結する内容を学べるような入門書となることを意識した。もちろんその代償

として，経済学をより深く理解したい方にとって，各章の内容が “薄い”ものに

なっていることは否めない。幸いなことに，前述のように経済学のテキストに

は各専門分野に特化した多くの良書が存在し，本書でも適宜参照している。さ

らに高度な知識を習得したい読者は，本書のレベルを飛び越えて，ぜひチャレ

ンジしていただきたい。

最後に，本書執筆の機会を与えてくださった京都大学・小林潔司先生，辛抱

強く編集にご尽力いただいたコロナ社の皆様に心よりの感謝の意を表します。

2013年 4月

石倉智樹，横松宗太　
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1 章

社会基盤政策と経済学

◆本章のテーマ

社会基盤の意味や経済学の基礎的概念を踏まえて，社会基盤の政策を考えるために，

なぜ土木技術者が経済学を学ぶ必要があるのかについて概説する。本書がカバーする

内容についても概観する。

◆本章の構成（キーワード）

1.1 なぜ土木技術者が経済学を学ぶのか

社会基盤，経済学，最適化

1.2 本書が扱う範囲

政策評価

◆本章を学ぶと以下の内容をマスターできます

+ 社会基盤とはなにか

+ 経済学とはどのような学問か

+ なぜ土木技術者が経済学を学ぶのかコ
ロ

ナ
社



2 1. 社会基盤政策と経済学

1.1 なぜ土木技術者が経済学を学ぶのか

土木という言葉から連想されるものはなにか。例えば，道路，鉄道，港湾，空

港など交通社会基盤や，電力や通信のネットワークなどが挙げられる。また，

橋梁，トンネル，上下水道などの構造物，鉄鋼やコンクリートなどの建設材料，

河川，海岸，地盤などの自然，さらには防災，環境保全，都市計画・国土計画

なども，「土木」が対象とする範疇に入るであろう。

これらはいずれも，社会基盤（infrastructure）施設に関わるという共通点を

持つ。社会基盤をなす構造物や部材・材料はもちろんのこと，上で挙げた河川，

海岸，地盤は，社会基盤施設が立地するところであり，また治水，治山などに

おいて社会基盤施設が向き合う対象でもあるので，社会基盤と密接に関連する

分野である。防災，環境保全は，目指すべき社会の状態や，それを実現するた

めの行為を指すものであり，そのどちらに対しても社会基盤が果たす役割は大

きい。そして，都市や国土は，社会基盤によって支えられる，人々の社会的組

織体そのものである。

「社会基盤」の英語での対訳は “infrastructure”であるが，これはラテン語

で「下に」「下部に」を意味する “infra”という接頭辞と構造 “structure”が結

び付いた単語である。すなわち，直接的に訳すと「下部構造」であり，産業活

動や社会生活の基盤となる（支えとなる）施設・構造物という多くの人が抱く

社会基盤のイメージそのものを表しているともいえよう。土木工学の分野では，

こうした定義をもって社会基盤を捉えられることがほとんどであるが，これは

狭義の infrastructureの概念でもある。広義には，人間社会を支えるシステム

として捉えることもでき，人間が手を加えていない自然と人間社会との間にあ

る有形無形のものすべてが infrastructureであるとも解釈できる。この意味に

おいては，政府，法律，教育など，必ずしも構造物ではない制度的なものも含

まれうる。

社会基盤の範囲を狭義に捉えたとしても広義に捉えたとしても，人間社会を

支えるという本質的な意義に変わりはない。学問分野において，人間社会を対
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1.1 なぜ土木技術者が経済学を学ぶのか 3

象とする科学は「社会科学」の分野とされ，自然の理を対象とする「自然科学」

の分野と区別して扱われる。したがって，社会基盤と人間社会との関連が，社

会科学の対象となることも，容易に理解できるであろう。おもな社会科学の分

野として，一般には経済学のほかに法学，哲学，心理学などが挙げられるが，中

でも経済学は，高度に体系化された理論的枠組みに基づくことから「社会科学

の女王」と称されることもある†。

経済 “economy”の語源は，ギリシャ語の “oikonomia”（オイコノミア）という

言葉であるが，これは家を意味する “oikos”と法やルールを意味する “nomos”を

組み合わせてできたものであり，家政術や家計術としての意味を持っている。その

後，国家の経済活動を対象とする言葉として，英語では political economyが用い

られるようになり，これを 18世紀末に経済学者マーシャル（Alfred Marshall）が

economicsという語で呼んだことから，経済学としての意味を持つ “economics”

という単語が誕生したといわれている。日本では，福沢諭吉が political economy

を「經濟と譯す」としたことが，「経済学」が economicsの訳語となったきっか

けである。「経済」は，古い中国の言葉である「経世済民」または「経国済民」

の略語であるといわれ，世をおさめ（治め：経）民をすくう（救う：済）とい

う意味で用いられる。このことだけでも，経済学の本来の意義と，社会基盤を

以て世を支えるという土木工学の目的とは，もともと合致することがわかる。

また，経済学の理論は，有限の資源をどのように配分すれば最適となるかと

いう最適化理論（optimization theory）の概念を中心として成り立っており，

資源配分の科学と表現することもできる。例えば，個人や組織の行動規範を理

論として模写するミクロ経済理論では，限られた予算の中での最適な消費計画，

一定の生産技術の制約下での生産費用の最小化といった経済活動が扱われ，こ

れらが経済モデルとして理論化されている。社会基盤（施設）も人間社会のた

めに作られた施設・構造物であるので，人間社会が作り，人間社会が費用を負

担して，人間社会が恩恵を被るものである。そのため，限られた財源，人的資

源，時間資源を使って，どのように社会基盤の政策を決定すべきかを考えるこ
† このことに批判的な意見もある。
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4 1. 社会基盤政策と経済学

とが求められる。社会基盤の政策とは，計画，建設，運営，維持管理，更新，廃

棄など，人の手によって社会基盤の状態を変えることすべてが含まれる。この

ように捉えると，社会基盤の政策においても，さまざまな場面で最適化を考え

る必要性があることと，それゆえ経済学の理論とも親和性が高いことが理解で

きるであろう。

1.2 本書が扱う範囲

社会基盤政策の実務において，最も経済学が適用されることが多い場面は，政

策評価であろう。政策評価とは，政策を実施すべきか，複数の政策代替案から

どれを選択すべきかといった政策実施の判断が求められるときに，政策によっ

て社会経済にどのような変化がもたらされるか†を評価することである。「評価」

を文字どおりに，「価値」を「評する」こととして捉えるならば，政策を実施す

ることの価値を算出することが必要とされるが，これは社会基盤政策の費用便

益分析（cost benefit analysis）として位置付けられる。そこで，本書において

も，費用便益分析を核として，その基礎となるミクロ経済理論，便益計測の理

論，実務における実際の応用状況に関する内容を中心に据えている。

種々の公共政策分野の中で，土木分野の公共事業，特に交通社会資本整備事

業は，費用便益分析の適用を最も積極的に推進してきた分野でもある。そこで

は，多くの費用便益分析の適用事例が蓄積され，単なる経済理論の応用先とし

てだけではなく，現実の費用便益分析事例から発見された新たな課題が，手法

論の研究におけるシーズとしてフィードバックされることもある。本書では，

そうした土木分野での費用便益分析の実践に関わる内容も豊富に扱っている。

8章で詳しく解説されるが，一般的な費用便益分析は，政策に要する費用と政

策の効果（を貨幣価値換算した便益）を比較し，その政策が費用面でのデメリッ

ト以上にメリットをもたらすかどうかのみを問題とする。このことは，効率性

の面からの政策評価と呼ばれ，政策を実施することが社会の資源を効率的に活
† 事後評価においては，どのような変化がもたらされたかが問題となる。
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1.2 本書が扱う範囲 5

用しているかどうかのテストであると解釈できる。しかし，費用便益分析が示

す情報は，あくまで狭義の政策評価である。実際の政策実施判断において，効

率性以上にしばしば問題となるのは，当該政策によって，いつの，どこの，だれ

に，どれだけの影響が及ぼされるのかである。これらを考慮することは，広義

の政策評価といえるものであり，効率性という一側面だけで判断できるもので

はない。例えば，交通システムの整備は，利便性が高まるその沿線に対して望

ましい効果をもたらす一方で，整備対象外の地域に対しては，人口や産業の流

出をもたらす可能性もある。特に，施設立地により近隣にマイナスの影響が生

じる施設整備政策においては，NIMBY（not in my back yard）や総論賛成各

論反対といった地域間や個人間・組織間コンフリクトの存在が，政策判断を困

難にすることが多い。このような政策の評価に際して，是非の客観的判断が困

難であっても，政治的には判断を下さなければならない場面は数多くある。本

書では，そうした判断の材料となる情報を得るためのいくつかの経済分析手法

についても言及している。

そのほかにも，社会基盤が持つ長期性という特徴，災害リスクなどわれわれ

が直面する不確実性，分析の基礎となる経済統計データなど，社会基盤政策に

関係が深い経済学的トピックスが本書で扱われる。本書は，経済学部のテキス

トとして一般的な「公共経済学」とは内容が異なる。経済学の一応用分野とし

てではなく，「社会基盤政策≒公共政策」という視点から，社会基盤政策に携わ

る者が，工学的に経済分析の応用を必要とする場面，特に社会基盤政策の計画

と評価を想定し，それに密接に関わる内容を学ぶことが本書の目的である。

このため，学術分野としての経済学自体を深く学ぶためには，筆者らもより

専門的なテキストが適当であると考えている。本書のところどころでそうした

高度なテキストを紹介しているので，より深く学びたい読者はぜひ参照してい

ただきたい。
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2 章

消費者行動

◆本章のテーマ

本章では消費者理論の基礎を学ぶ。効用最大化問題において需要関数を，支出最小

化問題において補償需要関数を導き，両者の関係について理解する。また，需要関数の

性質を調べる。価格の変化が財のマーシャル需要に与える効果は，代替効果と所得効

果に分解される。その関係はスルツキー方程式によって記述される。また，財やサー

ビスは，価格や所得の変化に対する需要量の増減によってさまざまな分類がなされる。

それらの反応の度合いを示す指標として弾力性が用いられる。

◆本章の構成（キーワード）

2.1 家計の選好

合理性，効用関数，限界効用

2.2 効用最大化問題

需要関数，間接効用関数

2.3 支出最小化問題

補償需要関数，支出関数

2.4 需要関数の性質

需要曲線，代替効果，所得効果，スルツキー方程式，弾力性

◆本章を学ぶと以下の内容をマスターできます

+ 家計の問題と合理的な行動は，数式を用いてどのように表現されるのか

+ 効用最大化問題から需要関数と間接効用関数を導くことはできるか

+ 支出最小化問題から補償需要関数と支出関数を導くことはできるか

+ 代替効果と所得効果とはなにか

+ 正常財，ギッフェン財，上級財，下級財とはなにか

コ
ロ

ナ
社



索 引

【あ】
アセットマネジメント

asset management 139

【い】
維持・修繕費用

maintenance and
repair cost 35

一般均衡
general equilibrium 92

一般均衡分析
general equilibrium
analysis 42

インセンティブ規制
incentive regulation 60
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